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ここが聞きたい 般一 質 問

問 	 患者にとって、病診連携のメリットは。
答  総合病院への受診や高度医療機器での検査がス

ムーズにでき、選定療養費（※）も不要となる。
患者の心身の負担や医療費負担の軽減につながる。

問 	 病診連携の仕組みをもっとアピールしてはどうか。
答  かかりつけ医制度の推進や適正医療の啓発に加

え、病診連携の周知をさらに進める必要がある。

問 	 患者情報の共有の支援における市の取り組みは。
答   田原市を含めた東三河全体で、「電子連絡帳（ほ

いっぷネットワーク）」の普及・推進に努めており、
医療・介護などの専門職がグループを編成し、血
圧や脈拍、薬の内服状況、日々のケア記録などを
共有している。

問 	 連携システム構築のための今後の方針は。
答  渥美病院、医師会、介護関係者との協議や連携シ

ステムの研究を進め、体制整備に努める。

田原市における病診連携及び医療・介
護連携について

問 	 受動喫煙防止対策の方向性は。
答  公共的な空間については、禁煙を検討している。

施設の用途などにより「禁煙措置基準」を設定す
ることを検討している。

問 	「禁煙措置基準」設定の具体的な内容は。
答  国の基準より一歩進んだ基準、例えば、妊婦、子

どもが利用する教育施設、子育て支援施設では、
屋外喫煙所の設置を認めない「敷地内全面禁煙」
を検討している。

問 	「公共施設における受動喫煙防止対策ガイドライ
ン」の策定時期は。

答   今年度末には策定できる予定。

問 	 ガイドライン策定後の取り組みは。
答  ガイドラインを広報などで公表し、受動喫煙防止

対策の目指す姿を示すことで、市民の理解につな
げ、取り組みへの波及効果を期待している。

公共施設における受動喫煙防止への取
り組みについて

今年度末には策定できる予定
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市民クラブ
廣中		清介

（※） 200床以上の病院において、他の医療機関などの紹介状
なしに受診する場合に患者が負担する費用。


